
 

医療費の支払いにお困りの方へのご案内 
 

国民健康保険の被保険者の方が、概ね1年以内に起きた災害や失業などの「特別の理

由」によって、医療費（一部負担金）の支払いにお困りのときは、一部負担金の減免や

徴収の猶予を受けることができます。 

 

減免および徴収猶予の適用については、原則として申請日以降となります。 
 
対象となる「特別の理由」 
●震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、世帯主（主たる生計維持者を含

む）が死亡し、障がい者となり、または居住する住宅について著しい損害を受けたとき 

●事業の休廃止、失業などにより、一時的に世帯の収入が著しく減少したとき 

（以下の条件をいずれも満たされている方） 

・収入基準：世帯の実収月額(※１)が生活保護基準額(※２)に減免基準（※３）を乗じた額以下 

・預貯金基準：申請時点での世帯の預貯金の額が生活保護基準額(※２)に減免基準（※３）を乗じた額の３か月分以下 

※１ 生活保護法の規定による保護の要否判定に用いられる収入認定額 

※２ 生活保護法の規定による生活扶助、教育扶助、住宅扶助の金額の合算額 

※３ 減免基準：１０００分の１１５５  

 
減免の内容 
一部負担金の１０割（全額）を免除します。また、減免の期間は３か月までを標準とします。

ただし、必要に応じ最大６か月まで延長することができます。 

 

徴収猶予の内容 
対象者の属する世帯が一時的に生活困難であるが資力回復の見込がある場合に、６か月以内

の期間に限って一部負担金の徴収を猶予します。（急患等の患者で資力の活用が出来ない場

合は最長１年） 

 
申請手続き 
一部負担金の減免制度の申請は、各区保険年金業務担当で受け付けます。 

●申請に必要なもの 

・被保険者であることが確認できるもの（資格確認書、資格情報のお知らせ、 

 マイナポータルの資格情報画面のいずれか） 

・マイナンバーが確認できるもの  ・医師の意見書 

・災害の場合は、被災証明書 または り災証明書 

・失業等の場合は、給与証明書 または 給与外収入申告書、世帯全員の預貯金通帳 など 

※ 医師の意見書、給与外収入申告書の用紙は、申請窓口にお問い合わせください。 

 

お問い合わせ 
お問い合わせ先の電話番号（各区保険年金業務担当） 

北区役所 6313-9956 港区役所 6576-9956 東淀川区役所 4809-9956 阿倍野区役所 6622-9956 

都島区役所 6882-9956 大正区役所 4394-9956 東成区役所 6977-9956 住之江区役所 6682-9956 

福島区役所 6464-9956 天王寺区役所 6774-9956 生野区役所 6715-9956 住吉区役所 6694-9956 

此花区役所 6466-9956 浪速区役所 6647-9956 旭区役所 6957-9956 東住吉区役所 4399-9956 

中央区役所 6267-9956 西淀川区役所 6478-9956 城東区役所 6930-9956 平野区役所 4302-9956 

西区役所 6532-9956 淀川区役所 6308-9956 鶴見区役所 6915-9956 西成区役所 6659-9956  
_ 
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経済的な理由で必要な医療を受けることが 

難しい方へのご案内 
  低所得などで生計困難な方が、経済的な理由によって必要な医療を受け

る機会が制限されないよう、医療機関が診療費の窓口負担を減免する社会

福祉事業があります。 

実施する医療機関によって、減免をうけられるのか、診療費がどれくら

い減免されるかなどの条件が異なります。 

くわしくは実施する医療機関に、直接お問い合わせください。 
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